
回収インセンティブを考慮した閉ループ型

ロジステックスシステムにおける回収方策

若 尾 良 男

1．はじめに

近年，閉ループサプライチェーンマネジメント（Closed Loop Supply Chain Manage-

ment）が産業界や研究分野で大いに関心がもたれている。閉ループサプライチェーンは，

原材料の調達，製造，流通というチェーンの順向的なフローをもつロジスティクスと使用済

み製品や部品を回収し処理して再利用するという逆向的なフローをもつリバースロジスティ

クスを含んだ閉じたループを形成するサプライチェーンである。このような閉ループサプラ

イチェーンシステムに対する管理は持続可能な社会実現の潮流の中で重要性を増しており，

製造と再製造を結合した製造システムの管理を含めた統一的な管理が求められている。さら

に，リバースロジスティクスを考えると，回収品を再製造に値する製品にするための処理費

用や，市場に出回っている中古品を回収するための回収費用の管理も閉ループサプライチェ

ーンマネジメントを考える上で重要となる。

製品や部品の回収費用に関する研究については，Savaskan ら（2004）が製造者，リテイ

ラー，サードパーティーからなる中古品回収のためのリバースチャネルの構造の選択問題を

考察したことに注目される。ここでは中古品回収において，製造者が顧客から直接回収する

場合，販売チャネルをもつリテイラーに適切なインセンティブを与えて回収する場合，そし

て，サードパーティーに回収活動を外注する場合という 3つの回収オプションを選択できる

と仮定して，製造者を Stackelberg 戦略のリーダーとする分散型意思決定システムとしてモ

デル化した。その結果，リテイラーのような顧客に近い業者が製品回収活動にもっとも効果

的な業者であることを示した。さらに，Savaskan ら（2006）は中古品を消費者から直接回

収するシステムと間接的に製品回収するシステムをモデル化し，製造者が複数の競争的リテ

イラーを通して新製品を流通し再利用するときの製造者のリバースロジスティクスチャネル

構造の選択を考えた。

また，Dobos ら（2011）は，供給業者が購入業者に製品を供給し，購入業者は譲渡され

たデポジットと引き換えに，再製造のために使用済みの製品を供給業者に戻すというリバー

スロジスティクスシステムにもとづく経済的ロットサイズの問題を研究した。このシステム
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に関連するコストと需要，製造率や発注率を与えて得られるコスト最小発注サイズと再製造

率が購入業者と供給業者に対して決定され，供給業者が新規製品の製造の後に中古品の再製

造を行う場合と製造の前に再製造を行う場合の最適ロットサイズと最適再製造（回収）率の

決定を考えた。さらに，供給業者と購入業者を含む全体システムにおけるリバースロジステ

ィクスシステムに関連する費用の総費用を最小化する，購入業者の最適発注サイズに見合う

デポジット額と回収率を求めた。供給業者はデポジット額と再製造率を提供し，購入業者は

発注ロットを設定することによって対応する交渉方法を考えた。さらに，Dobos ら（2013）

は，上述の研究を拡張し，再製造可能な中古品の逆フローを統合した結合経済的ロットサイ

ズ（JELS : joint economic lot size）を考察した。そこでは，購入業者が供給業者に製品を発

注し，使用後に再製造可能品を回収し，一方，供給業者は需要に見合うように新規製品の製

造や購入業者から受け取る中古品の再製造を行うサプライチェーンシステムを考察対象し，

総費用を最小にする供給業者と購入業者の最適結合ロットサイズと中古品の最適回収率を決

定する問題を考えた。その際，購入業者の購入費用は発注量に応じた割引契約に従って支払

われる状況を考え，その契約の下で供給業者と購入業者の Nash均衡決定によって割引契約

の最適パラメータを求めた。

また，Pishchulov ら（2012）は，供給業者と購入業者を含むリバースロジスティクスシ

ステムの枠組みの中で，Dobos ら（2011）と同様に供給業者と購入業者のそれぞれに関連

する総費用と供給業者と購入業者の両者を考慮した全体システムの総費用を最小にするよう

な最適なロットサイズと再製造率を決定し，量的割引によるサプライチェーンの協調問題を

考察した。さらに，Pishchulov ら（2014）は，供給業者と購入業者を含むリバースロジス

ティクス閉ループサプライチェーンの下で供給業者と購入業者の量的割引をともなう契約に

よる協調関係を考察した。そこでは，購入業者の支払い可能額を Dolan（1987）における 2

つの費用要素と 3つの要素をもつ量的割引について考察した。

リバースロジスティクス（Reverse Logistics）の問題においては，経済的発注量（EOQ:

economic order quantity）問題の枠組みで考察した Richter（1994）の先駆的研究が有名で

ある。若尾（2009）は Dobos・Richter モデル（2004）を適用して，リサイクル品を利用し

た製造が終了しても新規材料・部品による製造が引き続き継続する場合に，回収されたリサ

イクル可能な中古品の貯蔵施設での貯蔵を許し，新規材料・部品による製造量とリサイクル

による製造量を決定するために，関連する諸費用の総和を最小にする，リサイクル可能な中

古品からどの程度の割合で製造工程に回すかの最適なリサイクル率を求めた。

本論文では，若尾（2009）が考察した EOQの枠組みでのリバースロジスティクスシステ

ムにおいて，製造部門とリサイクル部門をもつ一製造企業体で，単一の製品を製造し，市場

に供給し，そこから中古品を回収し再製造する製造リサイクルシステムを考え，このシステ

ムに回収活動を促進するためのインセンティブを導入する。2節で，本論文で考える製造部
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門とリサイクル部門をもつ企業のリバースロジスティクスシステムをモデル化し，このシス

テムで考えるシステムパラメータと費用パラメータを設定する。さらに，回収率をインセン

ティブ量の線形的な効果として定式化する。3節では，製造部門とリサイクル部門で生ずる

費用を求め，インセンティブ率を含む総費用を求める。4節で製造・再製造に関わる総費用

を最小とする最適なインセンティブ率を導出し，いくつかの数値例を示す。5 節でむすびを

述べる。

2．製造リサイクルシステム

2. 1 製造リサイクルシステムの概要と仮定

市場の需要を満たすために単一の製品について新規材料・部品を用いて製造するとともに，

リサイクル部門で市場から回収した中古品から新規材料・部品と同等な品質をもつリサイク

ル可能品に処理し部品を用いて再製造している製造部門と，回収促進のためのインセンティ

ブ費を費やし，市場に出回っている中古品を回収し再製造のために回収品を処理するリサイ

クル部門とからなる製造企業における閉ループ型ロジスティクスシステムを考える。製造さ

れた製品は市場に投入される前に製品貯蔵施設 Sに保存された後，市場に投入される。製

品の中古品は市場から回収されるが，この際，製造部門はリサイクル品の利用の増大ために

中古品の回収を促進するためのインセンティブな費用を投入し回収を促す。回収された中古

品は中古品貯蔵施設 Sに一時保存され，リサイクル処理により，リサイクル可能なリサイ

クル品はリサイクル品貯蔵施設 Sに保存され，そうでない中古品は廃棄される（図 1）。こ

のような製造リサイクルシステムにおいて以下のような製造システムパラメータを考える。

P（ユニット/時）：製造率，

D（ユニット/時）：需要率（P>D），

T（時間）：新規材料・部品を用いて製造する時間（製造時間），

T（時間）：新品と同等の品質をもつリサイクル品を用いて製品を製造する時間（再製造

時間），

T（時間）：製造終了後製品在庫がなくなるまでの時間，

T（時間）：製造時間と再製造時間と製品在庫がなくなるまでの時間の総和（全製造リサ

イクル時間），

δ (0≦δ≦1)（ユニット/時）：回収中古品をリサイクル可能品に処理する割合（リサイクル

処理率），

φ (0≦φ≦1)（ユニット/時）：リサイクル可能品を利用する割合（リサイクル利用率），

α (0≦α≦1)（ユニット/時）：リサイクルのために市場から回収される中古品の回収率。

このとき，中古品回収において，広報費やデポジットなどの支出による回収を促進する回
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収促進費（インセンティブ費）の額に応じて回収率が高くなると仮定する。

また，本論文で考える費用パラメータとして，製造部門においては，以下のような費用を

考える。

c（円/ユニット）：新規の原材料を用いて製造したときの製品 1単位当たりの製造費用

（原材料費と調達費用を含む），

c（円/ユニット）：リサイクル部門から調達したリサイクル品を用いて製造したときの製

品 1単位当たりの製造費用（リサイクル品材料費と調達費用を含む），

c（円/ユニット）：製造リサイクル時間中に新規原材料と同等の品質をもつように処理す

るための 1 単位当たりの処理費用（製造部門への配送費用を含む），ここで，

c>c+cとする，

c（円/ユニット）：製造リサイクル時間中にリサイクル品よる製造から新材料による製造

に切り替える際の段取り費用，

h（円/ユニット）：製造した製品 1単位を貯蔵する製造品貯蔵施設 Sで保管するときの

在庫保持費用。

回収インセンティブを考慮した閉ループ型ロジステックスシステムにおける回収方策

122

図1 回収インセンティブを考慮した製造リサイクルシステム



一方，リサイクル部門においては，以下の費用を考えることにする。

c（円/ユニット）：リサイクル可能な中古製品 1単位を市場から回収するための費用，

c（円/ユニット）：リサイクル可能な中古製品 1単位を市場から回収する際のインセンテ

ィブ費用，

c（円/ユニット）：市場から回収したリサイクル不可能な中古製品 1単位を廃棄する費用，

h（円/ユニット）：市場から回収した中古品 1単位のリサイクル部門の貯蔵施設 Sでの

貯蔵費用，

h（円/ユニット）：再利用可能なリサイクル可能品 1単位のリサイクル部門の貯蔵施設 S

での貯蔵費用。

2. 2 回収費用と回収率

Savaskan ら（2004）は顧客から回収される中古品の回収率をリバースチャネルの性能と

捉え，回収率を製品回収における努力の関数としてモデル化した。その回収率 τは，回収活

動に対する投資を I，Cをスケーリングパラメータと表したとき，τ= I C と表した。さ

らに，回収品を回収し処理するための単位変動費を A，市場での新製品に対する需要を

D ( p )，小売製品価格を pと表したとき，総回収費用 C (τ ) を，C (τ )=I+AτD ( p )=Cτ


+AτD ( p ) と表すことによって中古品の回収率の関数を特徴づけた。このとき，τD ( p ) は

顧客から回収されて製品に再製造される総数となる。Wei ら（2015）は，獲得努力と獲得

量や質との関係を特徴づける獲得関数（acquisition function）を考えたとき，獲得努力と関

わりなく回収率が一定の関係をもつ消極的リターン（passive return），獲得量が獲得努力の

一次関係をもつ線形関係，より一般的に，獲得量が獲得努力とともに増加する凸関数の非線

形関係をもつ関数に分類している。線形関係では獲得努力 pとして，pを最小獲得価格，α

を価格感度係数として，獲得量を Rまたは回収率を rとしたとき，R ( p )=α ( p−p) ある

いは r ( p )=α ( p−p) の関係として表している。Pishchulov ら（2014）も，同様に購入者

の回収努力の関数として回収率 β を仮定し，簡便性のため回収努力と回収率の関係を

β=I kのように線形と仮定した。彼らは脚注において，β=I kの替わりに，β=I k+bの

一般形に拡張し，何の回収努力もない場合にでも回収される一定の中古品の割合 bに言及し

ている。 Ke ら（2015）は，Savaskan ら（2004）が指摘した回収総費用の関数を適用し，

中古品をリサイクルするための固定費用 kτ （ τは弾力性パラメータ），τqを再製造される

中古品の総数，pを中古品の単位回収費用としたときに回収費用 c (t ) を c (τ )=kτ +pτq

として表した。

本論文では，製品価格に預かり金を上乗せして製品返却の際に返金して回収率を高めるデ

ポジット（預託金）のように，リサイクルを促進するインセンティブ（奨励金）iによって

市場に出回っている製品の中古品の回収が増進することを考え，結果として需要に対する回
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収された中古品の割合（回収率）が高くなると仮定する。なお，再製造費用と回収率の関係

は明確に示されないが，回収率が高まれば，再製造可能な中古品が多くなり，量的効果によ

り，再製造費用の低減も考えられ，リサイクル効果がさらに促進することが期待されるが，

ここでは考えないことにする。

したがって，回収率 α (0≦α≦1) はリサイクルを促すインセンティブの額によって高くな

ると仮定する。そこで，1ユニット当たりのインセンティブの額は当然ユニット当たりの製

品費用を超えないので，最大限の額が存在し，その最大額を iと表すと，インセンティ

ブの額は 0≦i≦iの範囲となり，インセンティブの最大額のときに回収される量を最大回

収量 Rとする（図 2）。一方，そのようなインセンティブのない場合に通常期待される回

収量を DT と表す。市場より回収される量を RTで表すと，以下の関係が成り立つ。

RT = DT+(R−D)T  i

i 
さらに，θ=ii, (0≦θ≦1) とおき，この θを，回収を促すインセンティブの割合を表す

インセンティブ率として，回収率が回収を促すインセンティブ率 θの一次関係で表される。

こうして，回収率 αを，回収インセンティブパラメータ aと bによって以下のように表す。

α (θ ) = aθ+b （1）

なお，aと bは，それぞれ a=(R−D)D, b=DD, (a+b=RD, 0≦a, b≦1) と表せ

られる。インセンティブ率 θ=1のとき，すなわち，インセンティブの額が iであるとき，

回収量は最大回収量 Rとなり，回収率は，α (1)=RDとなる。最大回収量 R=D

とすれば，最大限のインセンティブに対して中古品はすべて回収できることになる。

2. 3 各貯蔵施設の在庫量の推移

本論文で考える製造リサイクルモデルにおける，製造部門の製品貯蔵施設 Sの製品在庫

の在庫量，リサイクル部門の回収品貯蔵施設 Sの回収された中古品の在庫量，およびリサ

イクル部門のリサイクル可能品貯蔵施設 Sの再利用可能なリサイクル品の在庫量の推移を
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示したのが図 3 である（若尾 2009）。この図で，Aの部分は製造部門の貯蔵施設でのリサイ

クル材料を用いて製造した製造時間での製品在庫量の変化，図中の Bの部分は新規材料・

部品による製造時間に製造された製品の在庫量の変化，図中の Cの部分は製造終了後に製

品が需要に回される期間の在庫量の変化を，図中の Dの部分はリサイクル品を用いた製造

時間内でのリサイクル部門の貯蔵施設 Sにおける市場から回収された中古品の在庫量の変
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Sでのリサイクル可能品在庫量の推移

IM：リサイクル品による製造による最大在庫量，IM：新規材料・部品による製造の最大在庫量
I：回収された回収品の最大在庫量，I：未処理回収品の最小在庫量
I：再製造可能なリサイクル品の最大在庫量，I：再製造可能なリサイクル品の最小在庫量



化，図中の Eの部分はそれ以降の時間で市場から回収される中古品の在庫量の変化を表し

ている。また，図中の Fの部分はリサイクル品を用いた製造時間内でのリサイクル部門の

貯蔵施設でのリサイクル可能に処理されたリサイクル品の在庫の変化を，Gの部分はそれ以

降の時間での市場から回収されるリサイクル可能品の在庫の変化を表している。

3．製造部門とリサイクル部門での諸費用と総費用

3. 1 製造部門における費用

本論文で考える製造リサイクルモデルにおける製造部門に関わる費用は，前述の費用パラ

メータを用いて以下のように求められる。

（1）製造リサイクル時間中における製造部門の貯蔵施設における在庫保持費用

この費用を C（円×時間）と表すと，図 3 に示される製造部門の貯蔵施設 Sにおけるリ

サイクル品使用による製造時間での製品の在庫量 I，新規材料・部品によって製造された

製品の在庫量 I，製造終了後に製品が需要に回される期間の在庫量 Iと，製造した製品 1

単位を貯蔵する製造品貯蔵施設 Sで保管するときの在庫保持費用 h（円/ユニット）から，

以下のように求められる。

C = h×(I+I+I) = h (P−D )D
2P T  （2）

（2）製造リサイクル時間中に新規原材料を用いて製造するための費用（原材料費と調達費用

を含む）

この費用を C（円×時間）と表すと，新規の原材料を用いて製造したときの製品 1単位

当たりの製造費用 c（円/ユニット）を用いると，以下のように求められる。

C = c



Ptdt = c D


2P
−

D

2P
φδ α (θ )T 

これに，α (θ )=aθ+bの関係を代入すると，以下のように表される。

C = c D


2P
−

D

2P
φδ  (aθ+b )T  （3）

（3）製造リサイクル時間中にリサイクル品を用いて製造するための費用

この費用を C（円×時間）と表すと，リサイクル部門から調達したリサイクル品を用い

て製造したときの製品 1単位当たりの製造費用 c（円/ユニット）を用いて，

C = c



Ptdt = c  D


2P
φδ α (θ )T 

と求まり，α (θ )=aθ+bの関係を代入して，以下のように表される。
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C = c  D


2P
φδ  (aθ+b )T  （4）

（4）製造リサイクル時間中にリサイクル品による製造から新規品による製造に切り替える際

の段取り費用

この費用を C（円×時間）と表すと，以下のように表される。

C = c （5）

3. 2 リサイクル部門における費用

（1）製造リサイクル時間中の未処理の回収品を貯蔵するための保持費用

この費用を C（円×時間）と表すと，図 3 におけるリサイクル部門の貯蔵施設 Sでの

リサイクル時間での回収された中古品（リサイクル可能品）の在庫量 I，市場から回収さ

れる中古品の在庫量 I，市場から回収した未処理の中古品 1単位のリサイクル部門の貯蔵

施設 Sでの貯蔵費用 h（円/ユニット）を用いて以下のように求められる。

C = h×(I+I) = h φ
δ  (δ+1)D

2P  α (θ )−
φδD

P
α (θ )+

D

2
α (θ ) T 

これに α (θ )=aθ+b の関係を代入すると，リサイクルのための未処理の回収品を貯蔵する

ための保持費用は以下のようになる。

C = h φ
δ  (δ+1)D

2P  (aθ+b )−
φδD

P
(aθ+b )+

D

2
(aθ+b ) T  （6）

（2）製造リサイクル時間中に未処理回収品を新規原材料と同等の品質をもつように処理する

ための費用

この費用を C（円×時間）と表し，α (θ )=aθ+b の関係を用いて以下のように求められ

る。

C = c



δα (θ )Dtdt = c
D

2
δ (aθ+b )T  （7）

（3）製造リサイクル時間中のリサイクル可能品を貯蔵するための保持費用

この費用を Cr（円×時間）と表すと，図 3 におけるリサイクル部門の貯蔵施設 Sでの

リサイクル時間での処理されたリサイクル可能品の在庫量 I，処理されたリサイクル可能

品の在庫量 I，再利用可能なリサイクル可能品 1単位のリサイクル部門の貯蔵施設 Sでの

貯蔵費用 h（円/ユニット）を用いて以下のように求められる。

C = h×(I+I) = h  φ
δ  (φ+1)D

2P  α (θ )−
φδ D

P
α (θ )+

δD

2
α (θ ) T 

さらに，これに α (θ )=aθ+bの関係を代入すると，製造リサイクル時間中のリサイクル可
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能品を貯蔵するための保持費用は以下のように表される。

C = h  φ
δ  (φ+1)D

2P  (aθ+b )−
φδ D

P
(aθ+b )+

δD

2
(aθ+b ) T  （8）

（4）リサイクル部門が負担する回収を促すインセンティブに関する回収関連費用

この費用を C（円×時間）と表し，θ=ii, i=iθの関係と α (θ )=aθ+bの関係を用

いて，以下のように求められる。

C = c



α (θ )Dtdt = i  D2 (aθ+b ) T  = i D2 (aθ +bθ ) T  （9）

（5）製造リサイクル時間中に市場から中古品を回収するための費用

この費用を C（円×時間）と表し，α (θ )=aθ+bの関係を用いて，以下のように求めら

れる。

C = c



α (θ )Dtdt = c
D

2
(aθ+b )T  （10）

（6）製造リサイクル時間中に利用不可能として中古品を廃棄するための費用

この費用を C（円×時間）と表し，α (θ )=aθ+bの関係を用いて，以下のように求めら

れる。

C = c



α (θ ) (1−δ )Dtdt = c
D

2
(1−δ ) (aθ+b )T  （11）

3. 3 製造・リサイクル部門における総費用

前節の費用項目から製造部門およびリサイクル部門の単位時間当たりの総費用

C (θ , φ, δ , a, b, T ) は次のように求められる。

C (θ , φ, δ , a, b, T ) =
C+C+C+C+C+C+C+C+C+C

T

= (K (φ, δ , a )θ +L (φ, δ , a, b )θ +M (φ, δ , a, b )θ+N (φ, δ , b ) )T

+
C

T
（12）

ここで，K (φ, δ , a ) , L (φ, δ , a, b ) , M (φ, δ , a, b ) , N (φ, δ , b ) はそれぞれ以下のようなものを

表す。

K (φ, δ , a ) = h φ
δ  (δ+1)D

2P  a+h  φ
δ  (φ+1)D

2P  a （13a）

L (φ, δ , a, b ) = − φδc

2
+

φδc

2
−h−δh  φδD



P a

+3(δ+1)h+3δ (φ+1)h   φ
δ D

2P  ab+i D2 a （13b）

回収インセンティブを考慮した閉ループ型ロジステックスシステムにおける回収方策

128



M (φ, δ , a, b ) = φδ (c−c)−2(h+δh )   φδD


P ab

+3( (δ+1)h+(φ+1)δh )  φ
δ D

2P  ab+(h+δh )  D2 a

+c  D2 δ a+c D2 a+c D2 (1−δ ) a+i D2 b （13c）

N (φ, δ , b ) = c D


2P
−

D

2P
φδ b+c  D



2P
φδ b+h (P−D )D

2P 

+h φ
δ  (δ+1)D

2P  b−
φδD

P
b+

D

2
b 

+h  φ
δ  (φ+1)D

2P  b−
φδ D

P
b+

δD

2
b 

+c  D2 δ b+c D2 b+c D2 (1−δ ) b （13d）

このとき，（12）式の単位時間当たりの総費用 C (θ , φ, δ , a, b, T ) の第 1項を，

A (θ , φ, δ , a, b ) = K (φ, δ , a )θ +L (φ, δ , a, b )θ +M (φ, δ , a, b )θ+N (φ, δ , b ) （14）

と表すと，単位時間当たりの総費用は

C (θ , φ, δ , a, b, T ) = A (θ , φ, δ , a, b )T+
C

T
≧ 2 CA (θ , φ, δ , a, b ) （15）

と表され，この総費用を最小にする最適製造リサイクル時間 T は次のようになる。

T  =  CA (θ , φ, δ , a, b ) （16）

また，この最適製造リサイクル時間 T を与えたときの製造・リサイクル部門における単位

時間当たりの総費用の最小値は，

C
(θ , φ, δ , a, b, T ) = 2 CA (θ , φ, δ , a, b ) （17）

となる。

4．回収方策の決定

4. 1 インセンティブ率の最適方策

製造部門とリサイクル部門での総費用は，製造部門がリサイクル可能品を利用する割合で

あるリサイクル利用率とリサイクル部門が回収品をリサイクル可能品として加工する割合で
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あるリサイクル処理率の関数となるが，本論文では，このリサイクル利用率とリサイクル処

理率については考察の対象としていないので，いま，単位時間当たりの総費用 C (θ , φ, δ , a,

b, T ) において，リサイクル利用率とリサイクル処理率は所与として考えて，それぞれ定数

φとδとし，また，回収率α (θ )=aθ+bのパラメータをそれぞれ許容範囲内の値a, bに指

定して考察することとする。

製造部門による回収促進のためのインセンティブ率 θの最適方策は，（12）式の製造・リ

サイクル部門の単位時間当たりの総費用 C
(θ , φ, δ, a, b, T ) ，すなわち，

A (θ , φ, δ, a, b) = K (φ, δ, a)θ +L (φ, δ, a, b)θ +M (φ, δ, a, b)θ

+N (φ, δ, b)

を最小にするインセンティブ率 θを決定することとなる。ここで表記を簡便にするために，

A (θ , φ, δ, a, b) を θの関数を明示するため，A(θ ) と表記し，以下のように表す。

A(θ ) = Kθ +Lθ +M θ+N  （18）

この A(θ ) は θに関して 3次関数であり，問題は，θが 0≦θ≦1の範囲にあるときのこの

関数の最小化を考えることになる。そこで，A(θ ) のグラフを考えるために導関数 A′を

求めると，A′=3Kθ +2Lθ+M となり，θに関する 2次関数となる。この 2次関数の

解によって A(θ ) のグラフが変化する。A(θ ) が単調増加か単調減少となるかは，

A(θ ) の導関数の判別式の値による。この判別式が非負であるならば，実数解をもつ。こ

の判別式が正のとき，2つの実数解を pと q ( p<q ) と表すと，A(θ ) ′=3K(θ−p ) (θ−q )

=0より，それぞれ，p=(−L− L

−3KM  )3Kと q=(−L+ L

−3KM  )3K

と求められる。Kは常に正となるので，A(θ ) の導関数のグラフは判別式が正ならば，

値 pと値 qを挟んで，正からゼロ，負，ゼロ，正となる。判別式がゼロならば，正からゼ

ロ，正となる。したがって，θの 3次関数 A(θ ) のグラフは，値 pと値 qを挟んで，増加

関数から減少関数，増加関数となる。そこで，減少関数から増加関数に変わる値 qの位置

と 0≦θ≦1の範囲の関係に注目しなければならない。また，値 qは，Lや M の正負によ

って移動するので，それらの値との関係も導かなければならない。

本論文では，最適なインセンティブ率を求めることに関心があるので，問題を簡単にする

ため，製造部門がリサイクル可能品を利用する割合であるリサイクル利用率 φを 1，リサイ

クル部門が回収品をリサイクル可能品として加工する割合であるリサイクル処理率 δを 1と

する。さらに，単位時間当たりの総費用 C (θ , 1, 1, a, b, T ) における回収率 α (θ ) のパラメ

ータも， a, b (0≦a≦1, 0≦b≦1) の定数に固定する。ここで，製造部門の回収促進のための

インセンティブ率の最適方策は，（12）式の製造・リサイクル部門の単位時間当たりの総費

用 C (θ , 1, 1, a, b, T
)，すなわち，
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C (θ , 1, 1, a, b, T
) = (K (1, 1, a )θ +L (1, 1, a, b )θ +M (1, 1, a, b )θ

+N (1, 1, b ) )T+
C

T
（19）

として，この費用を最小にするインセンティブ率 θを決定することにする。このことは，さ

らに，（19）式中の回収率パラメータ係数 a, bに関連する第 1項を，A (θ ) とおく。

A (θ ) = Kθ +Lθ +Mθ+N

ただし，K , L, M , N は以下のとおりである。

K = K (1, 1, a ) = h D


P  a+h  D


P  a > 0

L= L (1, 1, a, b ) =  (c−c)−2(h+h )   D


2P a+3(h+h )  D


P  ab+i  D2 a

M = M (1, 1, a, b ) =  (c−c)−2(h+h )   D


P ab+3(h+h )  D


P  ab

+(h+h )  D2 a+c  D2 a+c D2 a+i D2 b

N = N (1, 1, b ) = c D


2P
−

D

2P
b+c  D



2P
b+h (P−D )D

2P 

+h D


P  b
−

D

P
b+

D

2
b +h  D



P  b
−

D

P
b+

D

2
b +c  D2 b+c D2 b> 0

問題は，この A (θ ) について，インセンティブ率 θが 0≦θ≦1の範囲にあるときのこの関

数を最小にする θを決定することとなる。

まず，この関数のグラフを考えるために，A (θ ) の導関数 A (θ ) ′を求めると，A (θ ) ′=

3Kθ +2Lθ+M となる。この導関数の判別式 Dは，D=L−3KM となり，判別式 Dの正

負により，A (θ ) の極値の個数が変わる。判別式の正，ゼロ，負の場合について以下のよう

に考える。

1） D<0の場合は，A (θ ) ′は実数解がないので，極値をもたず，常に，A (θ ) ′>0である。

さらに，K>0であるので，θの定義域において，A (θ ) のグラフは常に正であり，θに関し

て単調増加関数である。しかも，N>0であるので，θ=0のとき, C (0, 1, 1, a, b, T
)=

N (1, 1, b )T+CT>0となる。したがって，θが 0≦θ≦1の範囲で，A (θ ) が最小値をと

るインセンティブ率 θは，θ=0のときである。

2） D=0の場合は，A (θ ) ′は重解をもつ。この解を p とすると，p=−L3K となる。

A (θ ) ′はこの pでゼロとなるが，それ以外の区間では正となる。したがって，K>0である

ので，θの定義域において A (θ ) のグラフは単調増加関数となる。θ=0のときに，C (0, 1,
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1, a, b, T )=N (1, 1, b )T+CT>0であるので，Lの正負に関わらず，θが 0≦θ≦1の範

囲で，A (θ ) が最小値をとるのは，θ=0のときとなる。

3） D>0の場合，A (θ ) ′は以下のような 2つの実数解 pと q ( p<q ) をもつ。

p= (−L− L−3KM )3K , q= (−L+ L−3KM )3K

A (θ ) ′はこれらの 2つの値を挟んで，正，負，正となる。したがって，A (θ ) のグラフは，

K>0であるので，θの値が θ<pまでは増加関数であり，p<θ<qの区間では減少関数，

q<θでは増加関数となり，値 qで下に凸の曲線をもつことになる。また，Lと M の正負に

より，pと qは正または負となる。そこで，0≦θ≦1の範囲中で，Lと M の正負と，pと q

の正負との関係から以下のような場合における最適なインセンティブ率を考えることとなる。

① L>0かつ M≧0の場合は，p<q≦0(  L−3KM≦L ) となる。ただし，M=0のとき，

q=0となる。このとき，A (θ ) がグラフは第一象限で単調増加関数となるので，θが

0≦θ≦1の範囲で，A (θ ) が最小値をとるのは，θ=0のときである。

② L>0かつ M≦0の場合，p<0で 0≦q（q=0となるのは M=0 のとき）となる。この

場合は，− L−3KM<L≦ L−3KM である。A (θ ) のグラフは第一象限で θの値が q

になるまで単調減少関数であり，qより大きくなると単調増加関数に変わる。このとき，以

下のような 2つの場合がある。

a） 0≦q≦1(L≦ L−3KM≦L+3K ) のとき，A (θ ) が最小値をとるのは，θ=qのと

きである。

b） 1≦q (L+3K≦ L−3KM ) のとき，θ=1 のとき，A (θ ) は最小値をとる。

③ L<0かつ M≦0の場合は，p≦0で 0<qとなる。この場合は，− L−3KM≦L<

 L−3KM である。この場合も②と同様に次のような 2つの場合がある。

a） 0≦q≦1(L≦ L−3KM≦L+3K ) のとき，A (θ ) が最小値をとるのは，θ=qのとき

である。

b） 1≦q (L+3K≦ L−3KM ) のとき，θ=1のとき，A (θ ) は最小値をとる。

④ L<0かつ M≧0の場合は，0≦p<q（p=0となるのは M=0のとき）となる。この場

合は，−L≧ L−3KM のときである。A (θ ) のグラフは第一象限で，θ=pで極大値，

θ=q で極小値をもつ。θの値が pになるまで単調増加であり，pより大きくなると単調減

少となり，θの値が qを超えると単調増加関数に変化する。この場合，以下のような 3つの

場合がある。

a） 0≦p≦1(L≦− L−3KM≦L+3K ) かつ 0<q≦1(L< L−3KM≦L+3K ) のとき

には，すなわち，L<− L−3KM< L−3KM≦L+3K のとき，θが 0≦θ≦1の範囲で，

A (θ ) が最小値をとるのは，θ=qのときである。

b） 0≦p≦1(L≦− L−3KM≦L+3K ) かつ 1≦q (L+3K≦ L−3KM ) のときには，
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すなわち，− L−3KM≦L+3K≦ L−3KM のときには，θが 0≦θ≦1の範囲で，

A (θ ) が最小値をとるのは，θ=0または θ=1のときである。C (1, 1, 1, a, b, T
)−

C (0, 1, 1, a, b, T
)=K (1, 1, a )+L (1, 1, a, b )+M (1, 1, a, b )≧0ならば，θ=0であり，

C (1, 1, 1, a, b, T
)−C (0, 1, 1, a, b, T

)≦0ならば，θ=1である。

c） 1≦p<q (L+3K≦− L−3KM ) のとき，θが 0≦θ≦1の範囲で，A (θ ) が最小値を

とるのは，θ=0のときである。

以上の結果をまとめると，リサイクル部門が回収品をすべてリサイクル可能品として処理

し，製造部門においてすべてのリサイクル可能品を再製造に利用する場合，製造・リサイク

ル部門の総費用を最小にする最適なインセンティブ率は費用項目の値の大小によって，

θ=0, θ=1, θ=(−L+ L−3KM )3K の 3つの値のいずれかの値となる。すなわち，

中古品の回収率を高めるインセンティブ量がゼロ，つまり回収率を高めるインセンティブを

しない場合と，中古品の回収率をできるだけ高めるためにインセンティブ量を最大に施す場

合と，さらに，回収のためのインセンティブ量を最大に用いなくとも製造・リサイクル部門

の総費用が最小となるインセンティブ量が存在する場合があることを示している。

4. 2 数値例

本研究で導出した最適インセンティブ率と各費用パラメータとの関係を調べるために，い

くつかの数値例を示す。この数値例では，各費用とインセンティブ率との関係を調べるため

に，リサイクル処理率 δ=1，リサイクル利用率 φ=1の場合，すなわち，回収された中古品

がすべてリサイクル可能品となり，そのすべてが再製造工程に回されリサイクル品となる場

合（回収した中古品の廃棄処理費はゼロとなる）を考える。製造パラメータを P=10,

D=5, D=0.5, R=5として，回収インセンティブパラメータを a=0.90, b=0.10となる，

回収率にインセンティブ効果が高く関与する場合（ケース 1）と，P=10, D=5, D=0.5,

R=3として，a=0.50, b=0.10となる，回収率にインセンティブ効果があまり効かない

場合（ケース 2）の 2 つの場合を調べる。変動させる製造費用パラメータは，c, cと在庫

費用パラメータ h, h, hを考える。他の費用パラメータの値は，c=0.5, c=0.05, c=1.0と

して固定する。なお，最大インセンティブ量は i=2とする。

（1）ケース 1における cの効果 (c=1.0, h=0.2, h=0.1, h=0.1)

表 1 より，回収率に対してインセンティブの効果が高い場合，費用要素によってインセン

ティブ費用を最大に投入 (θ=1) しなくとも，総費用を最小にする最適なインセンティブ率

が存在することがある。また，新規材料・部品による製造費用が高くなると，積極的にイン

センティブ費を用いて回収率を高めることによって総費用の最小化を図っていく傾向が示さ

れている。
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（2）ケース 1における cの効果 (c=3.0, h=0.2, h=0.1, h=0.1)

表 2 より，cと cの差が少なくなると，インセンティブの効果が弱くなる傾向が示さ

れている。cに比べて cが高くなると，インセンティブの効果が弱くなり，回収率は低

くなる傾向がみられる。新規材料・部品による製造費用が中古品の処理費を含めリサイクル

品による製造費よりかなり高いときにインセンティブ効果が高くなる傾向がみられる。

（3）ケース 2における cの効果 (c=1.0, h=0.2, h=0.1, h=0.1)

表 3 から，ケース 2でインセンティブの効果が回収率の向上にあまり寄与しない場合は，

ケース 1に比べ，明らかにインセンティブ効果は低い傾向にあり，新規材料・部品による製

造費が高くなるにつれて回収率が向上するという効果も弱い傾向を示している。

（4）ケース 1における hの効果 (c=3.0, c=1.0, h=0.2, h=0.1)

表 4 より，hが高くなるにつれて，回収率は高くなる傾向がある。この傾向は hにおい

ても同様である。

（5）ケース 1における hの効果 (c=3.0, c=1.0, h=0.1, h=0.1)
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c C C C C C C C C C
 T 

1.0

0.735 0.007 0.149 0.013 0.013 0.074 0.007 0.000 2.594 0.771

K L M N 判別式D p q θ i α

0.18 4.16 1.29 1.68 16.56 −15.04 −0.16 0.000 0.000 0.100

c C C C C C C C C C
 T 

2.0

0.829 0.024 0.088 0.016 0.016 0.103 0.010 0.062 3.375 0.592

K L M N 判別式D p q θ i α

0.18 3.14 −0.96 2.92 10.40 −11.65 0.15 0.150 0.300 0.235

c C C C C C C C C C
 T 

3.0

0.595 0.216 0.083 0.032 0.032 0.299 0.030 0.826 3.476 0.575

K L M N 判別式D p q θ i α

0.18 2.13 −3.21 4.16 6.29 −8.49 0.69 0.691 1.382 0.722

c C C C C C C C C C
 T 

4.0

0.000 1.008 0.202 0.101 0.101 1.008 0.101 4.032 2.227 0.898

K L M N 判別式D p q θ i α

0.18 1.12 −5.46 5.40 4.23 −5.81 1.72 1.000 2.000 1.000

表1 ケース 1における cの効果
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c C C C C C C C C C
 T 

2.0

0.864 0.034 0.061 0.011 0.011 0.072 0.007 0.043 4.049 0.494

K L M N 判別式D p q θ i α

0.18 3.14 −0.96 4.17 10.40 −11.65 0.15 0.150 0.300 0.235

c C C C C C C C C C
 T 

2.2

0.877 0.019 0.060 0.009 0.009 0.050 0.005 0.015 4.076 0.491

K L M N 判別式D p q θ i α

0.18 3.35 −0.51 4.17 11.47 −12.31 0.08 0.075 0.150 0.168

c C C C C C C C C C
 T 

3.0

0.888 0.009 0.060 0.005 0.005 0.030 0.003 0.000 4.090 0.489

K L M N 判別式D p q θ i α

0.18 4.16 1.29 4.18 16.56 −15.04 −0.16 0.000 0.000 0.100

表2 ケース 1における cの効果

c C C C C C C C C C
 T 

1.0

0.735 0.007 0.149 0.013 0.013 0.074 0.007 0.000 2.594 0.771

K L M N 判別式D p q θ i α

0.03 2.39 0.94 1.68 5.64 −50.87 −0.20 0.000 0.000 0.100

c C C C C C C C C C
 T 

2.0

0.843 0.008 0.086 0.010 0.010 0.059 0.006 0.017 3.411 0.586

K L M N 判別式D p q θ i α

0.03 2.08 −0.31 2.92 4.36 −44.47 0.07 0.074 0.148 0.137

c C C C C C C C C C
 T 

3.0

0.883 0.033 0.065 0.015 0.015 0.104 0.010 0.181 3.907 0.512

K L M N 判別式D p q θ i α

0.03 1.77 −1.56 4.16 3.27 −38.17 0.44 0.436 0.871 0.318

c C C C C C C C C C
 T 

4.0

0.833 0.099 0.061 0.021 0.021 0.175 0.017 0.654 4.034 0.496

K L M N 判別式D p q θ i α

0.03 1.46 −2.81 5.40 2.38 −32.00 0.94 0.936 1.872 0.568

表3 ケース 2における cの効果



表 5より，hの高低は総費用には影響するが，回収率には影響しない傾向がみられる。

5．むすび

本論文では EOQ型の閉ループロジスティクスシステムモデルにおいて製造部門とリサイ

クル部門をもつ一製造企業を考え，単一の製品を製造し，市場に供給し，そこから中古品を

回収し再製造する閉ループ製造リサイクルシステムを考えた。このとき，市場に出回ってい

る中古品を用いて再製造するというリサイクルを考えるとき，中古品を回収する活動にイン

センティブを与えることによって回収を促進し，結果として回収率が高まり，製造・再製造

のリサイクルを促進するような閉ループ製造リサイクルシステムのモデル化を考えた。本論

文では，回収のためのインセンティブの効果について，回収量とインセンティブ率の関係に
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h C C C C C C C C C
 T 

0.1

0.595 0.216 0.083 0.032 0.032 0.299 0.030 0.826 3.476 0.575

K L M N 判別式D p q θ i α

0.18 2.13 −3.21 4.16 6.29 −8.49 0.69 0.691 1.382 0.722

h C C C C C C C C C
 T 

0.15

0.558 0.241 0.085 0.051 0.034 0.321 0.032 0.929 3.421 0.585

K L M N 判別式D p q θ i α

0.23 2.04 −3.32 4.17 6.45 −6.71 0.72 0.724 1.447 0.751

h C C C C C C C C C
 T 

0.3

0.434 0.334 0.096 0.123 0.041 0.400 0.040 1.306 3.233 0.619

K L M N 判別式D p q θ i α

0.36 1.79 −3.65 4.20 7.18 −4.08 0.82 0.817 1.634 0.835

表4 ケース 1における hと hの効果

h C C C C C C C C C
 T 

0.15

0.558 0.241 0.085 0.034 0.051 0.321 0.032 0.929 3.421 0.585

K L M N 判別式D p q θ i α

0.23 2.04 −3.32 4.17 6.45 −6.71 0.72 0.724 1.447 0.751

h C C C C C C C C C
 T 

0.3

0.434 0.334 0.096 0.041 0.123 0.400 0.040 1.306 3.233 0.619

K L M N 判別式D p q θ i α

0.36 1.79 −3.65 4.20 7.18 −4.08 0.82 0.817 1.634 0.835



線形関係がある場合に，製造部門とリサイクル部門における製造・再製造に関わる総費用を

最小にする最適なインセンティブ率を導出した。数値例として，回収中古品がすべてリサイ

クル可能品となり，そのすべてが再製造工程に回されリサイクル品となる場合について数値

実験を行なった結果，費用パラメータの値によっては必ずしも最大のインセンティブ費用を

投下しなくとも，総費用を最小にするような最適なインセンティブ費が存在することがわか

った。新規材料・部品による製造費が高いときに，インセンティブ効果が高く，インセンテ

ィブ費を用いて回収率を高める場合がみられた。

本論文では，回収量とインセンティブ率の関係が線形的である場合を考察したが，他の関

係の場合も考察する必要があるであろう。また，本論文では，回収活動におけるインセンテ

ィブに着目し，リサイクル処理率やリサイクル利用率との関係については考察しなかったが，

それらの率が回収活動におけるインセンティブによって向上するかどうか，また，回収活動

におけるインセンティブによってそれらの最適な率が存在するかどうかなどについても調べ

ること必要である。また，回収率が上がるとともにリサイクル可能品の増加による量的効果

によってリサイクル処理費の低減，さらには，リサイクル再製造費の低減も考えられる。そ

れらのコストの低減によるリサイクル処理率やリサイクル利用率への効果も考察の対象とな

ろう。さらに，製造部門とリサイクル部門をもつ一企業体における製造リサイクルシステム

について考察したが，それぞれが独立した企業体として，一つの製造企業と複数の回収リサ

イクル企業からなるようなより一般的なリバースチャネル構造をもつ閉ループ製造リサイク

ルシステムに拡張することも意味があろう。また，Savaskan ら（2004）の回収のためのリ

バースチャネルの選択問題における考察と同様に，製造部門とリサイクル部門をもつ一企業
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h C C C C C C C C C
 T 

0.2

0.595 0.216 0.083 0.032 0.032 0.299 0.030 0.826 3.476 0.575

K L M N 判別式D p q θ i α

0.18 2.13 −3.21 4.16 6.29 −8.49 0.69 0.691 1.382 0.722

h C C C C C C C C C
 T 

0.5

0.529 0.192 0.184 0.029 0.029 0.266 0.027 0.735 3.685 0.543

K L M N 判別式D p q θ i α

0.18 2.13 −3.21 4.53 6.29 −8.49 0.69 0.691 1.382 0.722

h C C C C C C C C C
 T 

0.8

0.476 0.173 0.265 0.026 0.026 0.239 0.024 0.662 3.883 0.515

K L M N 判別式D p q θ i α

0.18 2.13 −3.21 4.91 6.29 −8.49 0.69 0.691 1.382 0.722

表5 ケース 1における hと hの効果



体か，回収リサイクル企業か，また公的組織かなど，どの組織がインセンティブ費を負担す

るかという問題についての考察も意味があろう。
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